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習志野市及び千葉県や関係機関等が実施している住宅関連施策について紹介しています。 

詳細につきましては、各事業に掲載している所管部署にお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

習志野市 住宅課 

令和５年７月 
 

※内容は令和５年７月１日現在のものであり、内容は変更になる場合があります。 
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